
青森県の財務諸表のポイント

新地方公会計制度に基づく新地方公会計制度に基づく

普通会計・連結財務書類４表



財務書類の作成・公表

・ 「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（平成１８年８月３１日総務事務次
官通知）」において、普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト
計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を国の作成基準（基準モデル又は総務省方式改訂計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を国の作成基準（基準 デル又は総務省方式改訂
モデル）により整備することが求められている。

・ 県では普通会計・連結財務書類４表を総務省方式改訂モデルにより作成し、公表するものである。

行政コスト計算書

　資産　【3兆6,480億円】 　負債　【1兆5,677億円】 経常行政コスト　【5,620億円】

－

経常収益 【 億円】

〈普通会計財務書類４表の関係〉

貸借対照表

　… 経常収益 【136億円】

　歳計現金　【157億円】 　純資産 【2兆803億円】 ＝

　… 純経常行政コスト　【5,484億円】

純資産変動計算書

期首純資産残高　【2兆1,020億円】

－

純経常行政コスト　【5,484億円】

資金収支計算書

収入　【7,350億円】

－

支出　【7,279億円】

＋

一般財源、補助金受入等　【5,199億円】

－

臨時損益等　【△68億円】

＝

＝

歳計現金増減額　【71億円】

＋

期首歳計現金残高　【86億円】

＝
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＝

期末純資産残高　【2兆803億円】期末歳計現金残高　【157億円】

＝



普通会計貸借対照表
○資産の部 ３兆６，４８０億円（▲１９０億円、０．５％の減）

・新規投資の抑制と減価償却の進展等による有形固定資産の減（▲２０６億円）

平成２１年度国の補正予算に関連する基金の取り崩しによる基金等の減（▲１００億円）

普通会計貸借対照表

・平成２１年度国の補正予算に関連する基金の取り崩しによる基金等の減（▲１００億円）

・東日本大震災の影響による事故繰越等により翌年度に繰り越すべき財源の増による現金預金の増（＋１１１億円）

○負債の部 １兆５，６７７億円（＋２７億円、０．２％の増）

・行財政改革の推進による職員数の減少に伴う退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）の減（▲３２億円）行財政改革の推進による職員数の減少に伴う退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）の減（▲３２億円）

・国営土地改良事業費負担金等に係る長期未払金の減（▲４５億円）

・みちのく有料道路料金徴収期間延長に伴う青森県道路公社の将来収支改善等による損失補償等引当金の減

（▲８７億円）

・臨時財政対策債等による地方債（翌年度支払予定地方債を含む）の増（＋１９１億円）

○純資産の部 ２兆 ８０３億円（▲２１７億円、１．０％の減）

臨時財政対策債等による地方債（翌年度支払予定地方債を含む）の増（＋１９１億円）

公共資産

3兆3,873億円

（▲180億円）

投資等

2,167億円

（▲120億円）

流動負債

1,290億円

（▲ 億円）

流動資産

440億円

（＋110億円）

資産の部

3兆6,480億円

（▲190億円）

固定負債

1兆4,387億円

（＋63億円）

（▲120億円）（▲36億円） （＋110億円）

純資産

2兆803億円

（▲217億円）

負債の部・

純資産の部

3兆6,480億円

（▲190億円）
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行政コスト計算書行政コスト計算書
○経常行政コスト ５，６１９億円（＋３１億円、０．６％の増）

当年度の行政サービスに要する費用のうち、資産形成につながらないもの

人件費（人に係るもの）の減（▲２８億円）・人件費（人に係るもの）の減（▲２８億円）

・維持補修費（物に係るもの）の増（＋１６億円）

・補助金等（移転支出的なもの）の増（＋１１１億円）

○経常収益 １３６億円（▲３５億円、２０．４％の減）○経常収益 １３６億円（ ３５億円、２０．４％の減）

行政サービスに対する直接の受益者負担

・使用料・手数料 ７８億円（▲３０億円）

・分担金・負担金・寄附金 ５８億円（▲５億円）

○純経常行政コスト ５，４８３億円（＋６６億円、１．２％の増）

経常行政コストから経常収益を差し引いた額で、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩しで賄わな

ければならないコスト。経常行政コストの増及び経常収益の減により増加。

経常収益

136億円（▲35億円）

人に係るもの

1,872億円（▲34億円）

物に係るもの

1,572億円（＋23億円）

移転支出的なもの

1,903億円（＋27億円）

その他

272億円（＋15億円）

22年度

5,619億円

（＋31億円）
136億円（ 35億円）

純経常行政コスト

5,483億円（＋66億円）

億 （ 億 ）

0億円 1 000億円 2 000億円 3 000億円 4 000億円 5 000億円 6 000億円
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純資産変動計算書純資産変動計算書

「純資産変動計算書」とは、地方公共団体の純資産（資産から負債を差し引いた残余）

が、一会計期間にどのように増減したかを示すものである。

○期首純資産残高 ２兆１，０２０億円

・経常行政コスト ▲５，６１９億円

・経常収益 １３６億円

・一般財源 ３ ９７４億円（地方税 １ ３７９億円 地方交付税 ２ ２０３億円等）般財源 ３，９７４億円（地方税 １，３７９億円、地方交付税 ２，２０３億円等）

・補助金等受入 １，２２４億円

・臨時損益等 ６８億円（損失補償等引当金繰入 ８７億円等）

○期末純資産残高 ２兆 ８０３億円 （２２年度中の変動額 ▲２１７億円）
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資金収支計算書資金収支計算書

「資金収支計算書」は現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、経常的

収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支と区分している。

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，８４２億円
（支出の主なもの）

人件費 １，８８２億円、補助金等 １，２２０億円

（収入の主なもの）

地方税 １，３７５億円、地方交付税 ２，２０３億円

全体収支
７１億円

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支） ▲ ５５６億円

（支出の主なもの）

公共資産整備支出 １ ０５２億円 公共資産整備補助金等支出 ４０５億円 ７１億円

期末資金残高
１５７億円

公共資産整備支出 １，０５２億円、公共資産整備補助金等支出 ４０５億円

（収入の主なもの）

国庫補助金等 ２６８億円、地方債発行額 ５３４億円

○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）

▲１，２１５億円
（支出の主なもの）

貸付金 ５９５億円、基金積立額 １８０億円、地方債償還額 １，０１９億円
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（収入の主なもの）

貸付金回収額 ５９９億円、国庫補助金等 ８５億円、公共資産等売却収入 １７億円



連結財務書類４表連結財務書類４表
普通会計、公営事業会計（8事業会計）及び県が1/4以上を出資する第三セクター等

（2地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等20団体）を連結対象として作成。

連結行政コスト計算書

資産　【3兆8,620億円】 負債　【1兆6,530億円】 経常行政コスト　【6,067億円】

〈連結財務書類４表の関係〉

連結貸借対照表

－

… 経常収益　【586億円】

資金　【706億円】 純資産 【2兆2,090億円】 ＝

 うち財政調整基金等 純経常行政コスト　【5,481億円】

【 】　　　　　　　　　【275億円】

 うち現金等　 【431億円】

…

連結純資産変動計算書連結資金収支計算書 連結純資産変動計算書

期首純資産残高　【2兆2,363億円】

－

純経常行政コスト　【5,481億円】

＋

連結資金収支計算書

収入　【8,099億円】

－

支出　【7,989億円】

＝ ＋

一般財源、補助金受入等　【5,213億円】

－

臨時損益等　【5億円】

＝

＝

資金増減額　【110億円】

＋

期首資金残高　【321億円】

＝
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＝

期末純資産残高　【2兆2,090億円】期末資金残高　【431億円】

＝



連結貸借対照表連結貸借対照表

＜連単比率 連結決算が普通会計の何倍になっているかを示すもの＞
○資産合計額 ３兆８，６２０億円（連単比率１．０６倍）
○負債合計額 １兆６，５３０億円（連単比率１．０５倍）
○純資産合計額 ２兆２，０９０億円（連単比率１．０６倍）

いずれの連単比率も１ ０６倍程度と小さく また 資産合計額の連単比率１ ０６倍いずれの連単比率も１．０６倍程度と小さく、また、資産合計額の連単比率１．０６倍
は、負債合計額の連単比率１．０５倍を上回っていることから、資産合計額と負債合計額の
差引により算出される純資産額の割合は、高くなっている。

流動負債1,289億円《普通会計》

資産合計3兆6,480億円 固定負債1兆4,388億円

流動負債258億円

純資産2兆803億円

《普通会計》

《連結対象のみ》

資産合計2,908億円
固定負債1,173億円

流動負債1,542億円

純資産1,477億円

会計間取引の
相殺消去

《連結対象のみ》

《連 結》

資産合計 3兆8,620億円 固定負債14,988億円 純資産2兆2,090億円

連結貸借対照表は普通会計の１．０６倍
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連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書
○連結対象のみの行政コスト計算書

・連結対象のみ（公営事業会計及び第三セクター等）の行政コスト計算書の純経常行政
ストは８億円とな ている 主な要因は 下水道事業の２５億円で 減価償却費コストは８億円となっている。主な要因は、下水道事業の２５億円で、減価償却費

のうち、一部において受益者負担（経常収益）から除外されるものがあることによる。
○連結行政コスト計算書

・会計間取引の相殺消去により、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩会計間取引の相殺消去により、地方税や地方交付税といった 般財源や基金の取り崩
しで賄わなければならない純経常行政コストは、普通会計より３億円減少している。

経常収益 136億円

経常収益622億円

純経常行政コスト8億円

純経常行政コスト5,483億円《普通会計》

経常収益586億円

純経常行政コスト8億円
《連結対象のみ》

会計間取引の
相殺消去

純経常行政コスト5,481億円

0億円 1,000億円 2,000億円 3,000億円 4,000億円 5,000億円 6,000億円 7,000億円

《連結》
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連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書

・経常行政コスト ▲６ ０６７億円

○期首純資産残高 ２兆２，３６３億円

経常行政コスト ▲６，０６７億円

・経常収益 ※  ５８６億円

・一般財源 ※ ３，９７２億円（地方税 １，３７９億円、地方交付税 ２，２０３億円等）
・補助金等受入 ※ １ ２４１億円・補助金等受入 ※ １，２４１億円
※はコストを賄うための収入。（コストを収入で賄いきれずコスト超過となっている。）

・臨時損益 ６３億円（災害復旧 △１０億円、損失補償等引当金繰入８７億円等）
その他 ▲６８億円・その他 ▲６８億円

○期末純資産残高 ２兆２，０９０億円 （２２年度中の変動額 ▲２７３億円）

（参考）普通会計の純資産変動額 ▲２１７億円
連結対象のみの純資産変動額 ３０億円
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連結資金収支計算書連結資金収支計算書

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） ２，０４５億円経常 支 部（経常 な行政活動 資 支） ， 億
（支出：４，２７５億円、収入：６，３２０億円）

【主なもの】
・人件費 ２，０７１億円 ・地方税 １，３７５億円
補助金等 １ １６５億円 地方交付税 ２ ２０３億円・補助金等 １，１６５億円 ・地方交付税 ２，２０３億円

・国県補助金等 ８９７億円

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支）▲５８１億円
（支出：１ ５１５億円 収入：９３４億円） 全体収支（支出：１，５１５億円、収入：９３４億円）

【主なもの】
・公共資産整備支出 １，０８５億円 ・国県補助金等 ２７４億円
・公共資産整備補助金等支出 ４０５億円 ・地方債発行額 ５５３億円

110億円

期末資金残高
431億円

○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）
▲１，３５４億円

（支出：２，１９９億円、収入：８４５億円）

【主なもの】
・貸付金 ５９１億円 ・貸付金回収額 ５７８億円
・地方債償還額 １，０７３億円 ・基金取崩額 １１８億円
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（参考）連結対象のみの全体収支 ４３億円、資金残高 ２７８億円


